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計測事業は、中国のLTE普及を契機としたアジアモバイル計測需要が全体を牽
引しました。一方で、一部チップセットベンダーのセルラービジネスからの撤退
や、端末ベンダー間の競争激化に伴う急激なシェア構造の変化によって、設備
投資動向に停滞感がみられました。日本市場では通信オペレーターおよび通
信機器ベンダーによる投資抑制の影響で、低調な状況が継続しています。

産業機械事業は、年初に国内市場における設備投資の停滞の影響がありまし
たが、以降はほぼ当初の売上計画に沿って進捗しました。また、海外市場の開
拓を加速するために、体制整備やソリューションの充実を実施しました。
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グループ全体の受注高は前年同期比３％減の１，０１１億円、売上高は前年同
期比３％減の９８８億円となりました。

営業利益は前年同期比２３％減の１０９億円となりました。減益の主な要因は、
計測事業及び産業機械事業ともに海外市場での売上拡大に向けて開発投資
を強化していることと、海外顧客対応の費用増によります。

なお為替レートの円安に伴う為替差益が金融費用を上回り、税引き前利益は
１１６億円となりました。

当期利益は、前年同期比１５％減の７９億円、包括利益は、前年同期比１２％
減の１１９億円となりました。

フリーキャッシュフローは厚木地区のＢＣＰ計画に関連した支出の影響もあり、
１５億円のプラスにとどまりました。



計測事業の通期の受注高は、アジア市場で伸長するも、日本市場の全セグメン
トに於いて顧客の投資抑制が見られたこと、またモバイル開発用需要で一部の
顧客に投資抑制が見られたことなどから、前年比５％減の７４５億円となりました。

産業機械事業の通期の受注高は、新製品の投入効果などもあり国内および海
外ともに堅調に伸びて、前年比４％増の１７１億円となりました。

その他事業についてはほぼ前年並みの受注を獲得することができました。

なお、受注残高はグループ全体で１９７億円（前期比１３％増）、計測事業で１５５
億円（前期比７％増）でした。
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計測事業の売上高は７３４億円、営業利益は８９億円、営業利益率は１２．２％と
なりました。

売上高が前期と比べ減少した要因は、日本市場において想定していた受注水
準を下回ったことと、モバイル市場において競争激化に伴う事業撤退を含む事
業再編や顧客の投資抑制の影響を受けたためです。

営業利益が前期と比べ減少した要因は、日本市場の縮小などの売上高減少に
よる影響と、成長に向けた研究開発投資と海外顧客サポート力強化のための費
用が増加したためです。

産業機械事業の売上高は１６２億円、営業利益は８億円、営業利益率は５．１％
となりました。主に海外市場の事業拡大に向けて研究開発投資と海外展開投資
を積極的に進めた結果、減益となりました。

その他事業は、2013年度に実施したデバイス関連事業の構造改革の成果で大
幅に収益性を改善しました。第３四半期に計上した固定資産の減損損失の戻し
入れ（５億円）の影響もあり、営業利益１１億円となりました。



第１、第２、第３、第４四半期の連結及び計測事業の営業利益率はそれぞれ

連結 ６．４％、１２．４％、１１．１％、１３．３％

計測 １１．１％、１４．２％、１０．１％、１３．１％

となりました。

計測事業の第４四半期の売上高と営業利益が前年同期と比べ減少した要因は、
アジア市場は堅調ながらも日本市場の縮小や北米の顧客の投資抑制などによ
る売上高の減少によります。
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日本市場では、年間を通じ前年同四半期比で低調に推移し、第４四半期は前
年同四半期比で１８％減、通期では１０％の減収となりました。

海外市場では、成長著しい中国・台湾を中心としたアジア市場及びＥＭＥＡ市場
は年間を通して堅調に推移しました。また、第３四半期まで前年同四半期比で
減少が続いていた北米市場は、第４四半期では回復傾向がみられました。
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営業キャッシュフローは、主に税引前利益の計上、運転資本の改善により、７６億
円の資金獲得となりました。営業キャッシュフロー・マージンは７．７％となりました。

投資キャッシュフローの６０億円の支出には、厚木サイトの新棟「グローバル本社
棟」の建物関連費用２２億円の支払いが含まれます。

その結果、フリー・キャッシュフローは１５億円の資金獲得となりました。

財務キャッシュフローの１１２億円の資金流出のうち、主なものは自己株式の取
得５０億円、配当金の支払い３２億円（１株配当 ６月：１０円、１２月：１２円）、銀
行借入金の借入と返済の相殺２９億円です。

以上の結果、現金同等物期末残高は、期首残高より８３億円減少の３４９億円と
なりました。



２０１６年３月期の通期業績の見通しは以下のとおりです。

計測事業を牽引するモバイル計測事業においては、キャリアアグリゲーションの
拡張に代表されるＬＴＥ-Advancedの開発投資が拡大する事が期待されます。一
方、顧客別の投資姿勢とその動向は、競争激化による変動リスクがありますが、
成長が期待されるテーマや顧客動向を着実にとらえて成長を目指します。

産業機械事業は、国内外ともに依然として高い異物検出に対する市場の関心を、
最適なソリューションの投入で確実に実績に結び付けていきます。
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当期に実施した自己株式（５０億円）の取得により、GLP２０１４（２０１２～２０１４
年度）の３年間の総還元性向は４５．４％となりました。

当社は、株主の皆様に対する利益還元について、連結業績に応じるとともに、
総還元性向を勘案した利益処分を行うことを基本方針としております。

剰余金の配当については、連結当期利益の上昇に応じて、親会社所有者帰属
持分配当率（DOE：Dividend On Equity）を上げることを基本にしつつ、連結配当
性向２５％以上を目標としており、取締役会決議もしくは株主総会決議により、
中間配当及び期末配当の年２回の配当を行う方針です。

次期の配当は、株主の皆様の日頃のご支援とアンリツ創業１２０年の長きにわ
たる企業継続へのサポートにお応えするため、次期業績見通しの達成を前提
として、１株当たり年間２４円（うち中間配当１２円）を予定しております。
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